
国民健康保険運営協議会

令和 5年 6月 1日

議 題 (1)

議題 (1)大牟田市市税条例の一部を改正する条例 (案)について

1.趣旨
地方税法施行令の一部改正に伴 う国民健康保険税の課税限度額及び軽減対象とな

る所得基準についての見直し、並びにその他所要の規定の整備を図るため、大牟田

市市税条例の一部を改正するもの。

2.改正の内容
(1)課税限度額の引き上げ (第 114条第 3項及び第 127条第 1項 )

国民健康保険税の後期高齢者支援金等課税額の課税限度額を政令 どお りの上限額

に改めるもの。

後期高齢者支援金等課税額 【現 行】20万円 【改正案】22万円→

区 分 現 行 改正案 備 考

①基礎課税額 65万円 65万円 改正なし

②後期高齢者支援金等課税額 20万円 22万円

③介護納付金課税額 17万円 17万円 改正なし

計 102万円 104万円

※課税限度額

保険税負担は、負担能力に応じた公平なものである必要がある。 しかしながら、

受益 (給付)と の関連において、被保険者の納税意欲に与える影響などの観点から、

政令で上限を定めている。

課税限度額の引き上げは、これまで被用者保険におけるルール (*)と のバラン

スを考慮し、該当世帯の割合が 1.5%に近づくよう段階的に引き上げている。

*被用者保険 (協会けんぽ)では、標準報酬月額の最高等級に該当する被保険者

の割合が 0.5～ 1.5%の間になるよう政令で定めている。

≪改正経過≫

区 分 基礎課税額
後期高齢者

支援金等課税額

介護納付金

課税額
計

元年度 61万円 19万円 16万円 96万円

2年度 63万円 19万円 17万円 99万円

3年度 改正なし

4年度 65万円 20万円 17万円 102万円

5年度 (案 ) 65万円 22万円 17万円 104万円
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【参考】

①基礎課税額

国民健康保険事業に要する費用 (県に納付する国保事業費納付金のうち 県の

国保特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び介護納付金の納付に要

する費用を除く費用等)に充てる課税額

②後期高齢者支援金等課税額

国保事業費納付金のうち 県の国保特別会計において負担する後期高齢者支援

金等の納付に要する費用に充てる課税額

③介護納付金課税額

40歳以上 65歳未満の介護保険第 2号被保険者につき算定した国保事業費納

付金のうち 県の国保特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用

に充てる課税額

(2)軽減姑象基準額の見直し (第 127条第 1項第 2号及び第 3号 )

国民健康保険税の軽減対象となる所得基準については、国において経済動向等を

踏まえ見直しが行われており、政令どおりに改めるもの。

① 5割軽減の対象となる軽減判定所得について、被保険者数に乗じる金額を

28万 5千円から29万円に改める。

② 2割軽減の対象となる軽減判定所得について、被保険者数に乗じる金額を

52万円から53万 5千円に改める。

【現 行】

【改正案】

【現 行】
【改正案】

43万円+28万 5千円×被保険者数

43万円+29万円×被保険者数

43万円+52万円×被保険者数
43万円+53万 5千円×被保険者数

≪改正経過≫

※給与所得控除額の変更により3年度から基準額が 10万円増 となっている。
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区 分 5割軽減判定所得 2割軽減判定所得

元年度 33万円+28万 円×被保険者数 33万円+51万円×被保険者数

2年度 33万円+28.5万円×被保険者数 33万円+52万円×被保険者数

3年度 43万円+28.5万円×被保険者数 43万円+52万円×被保険者数

4年度 改正なし 改正なし

5年度 (案 ) 43万円+29万円X被保険者数 43万円+53.5万円×被保険者数



(3)その他所要の規定の整備
対応する法令等の規定とあわせ、市税条例の改正を行うものをなお、その内容につ

いては規定の明確化などであり、これまでの適用関係等に影響があるものではない。

3.施行期日        テ
公布の日から流行するとなお、改正後の市税条例は、令和5年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和4年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。

3



O令和5年度 国民健康保険税の課税限度額及び軽減判定所得の改正 (イメージ図)

後期 :210世帯

基礎 :197世帯
介護 :212世帯

参考司

※R5年 3月末現在の
被保険者の状況で試算
(所得額はR3年分 )

改正案
104万円

現行
102万円

援金分 22万円 【現行20万円】

O基礎課税分  65万円 【改正
O介護納付金分 17万円 【改正

な し デ

｀
｀
｀

なし】

ｒ

‥

引

‥

‥

―

‥

Ｌ

保
険
税
額

88世帯

応能分

(所得割 )

応益分

(被保険者均等割・世帯別平等割 )

O経済動向等を踏まえ軽減対象基準額を見直し
50世帯

2割 |
軽減|

5割
軽減

割
減
７
軽

限
支
額

税
期
加

課
後
増

度額世帯】
援金分 :154世帯 (△ 56世帯 )
約365万円

《軽減の改正による世帯数の変化》

※12割軽減より5割軽減へ、50世帯が移行。
※22割軽減の対象が、88世帯増加 (新規対象 )。
(※ 1の 50世帯 +38世帯)

◎ 改正により軽減額拡大となる世帯数は、上記

※ 1・ 2の計の138世帯。

拡大により増加する軽減額は約238万 円

R3年の所得で算出
R5年 3月 末現在データの総世帯数は19,007世帯
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○所得階層別税額比較表  (5年度改正案 課税限度額・軽減対象基準額適用)
1人世帯の場合
1人介護 2号該当   (40歳以上65歳未満)

【現 行】                        【改正案】

保険税率 (課税限度額)                 保険税率 (課税限度額)

課税限度額 (円 )

650,000

200,000

170,000

平等割額 (円 )

22,400

7,000

0

均等割額 (円 )

19,900

6,200

14,200

所得割率

9.30%

2.95%

3.15%

基礎

支援金

介護

参考2

軽減判定所得

5割軽減 43万円 +28.5万円×1人 =71.5万 円

2割軽減 43万円十二2万円×1人 三95万円

【現 行】

軽減判定所得

5割軽減 43万 円 +29万 円×1人 =72万 円
2害」軽減 43万円 +53.5万円×1人 三96.5万円

増減

増減

5割軽減 0.5万円
2割軽減 1.5万円

給与 (単位 :円 ) 【改正案】 (単位 :円 )

[〉

課税限度額 (円 )

650,000

220,000

170,000

平等割額 (円 )

22,400

7,000

0

均等割額 (円 )

19,900

6,200

14,200

所得割率

9.30%

2.95%

3,15%

基礎

支援金

介護

課れ限度X口 (同 )

0

20,000

0

平等割額 (円 )

0

0

0

均等客」額 (円 )

0

0

0

所得割率

0.00%

0.00%

0.00%

計 ①

20,700

78,600

100,300

135,800

151,900

206,600

314,400

428,300

551,500

674,700

804,200

831,400

1,001,200

1,009,300

1,020,000

1,020,000

1,020,000

1,020,000

1,020,000

介 護

4,200

16,000

20,400

27,700

31,000

42,200

64,200

87,500

112,700

137,900

164,400

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

支援金

3,900

15,000

19,100

25,900

28,900

397400

60,100

81,900

105,500

129,100

153,900

159,100

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

基 礎

12,600

47,600

60,800

82,200

92,000

125,000

190,100

258,900

333,300

407,700

485,900

502,300

631,200

639,300

650,000

650,000

650,000

650,000

650,000

軽減

割合

7

5

２

一

2

所  得

430,000

715,000

720,000

950,000

965,000

1,320,000

2,020,000

2,760,000

3,560,000

4,360,000

5,200,000

5,377,000

6,763,000

6,850,000

6,965,000

7,050,000

7,250,000

7,441,000

7,550,000

収  入

980,000

1,265,000

1,270,000

1,500,000

1,515,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

7,196,667

8,713,000

8,800,000

8,915,000

9,000,000

9,200,000

9子 391,000

9,500,000

計 ②

20,700

78,600

79,400

135,800

138,000

206,600

314,400

428,300

551,500

674,700

804,200

831,400

1,001,200

1,011,800

1,025,900

1,028,400

1,034,300

1,040,000

1,040,000

介 護

4,200

16,000

16,200

27,700

28,200

42,200

64,200

87,500

112,700

137,900

164,400

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

支援金

3,900

15,000

15,100

25,900

26,300

39,400

60,100

81,900

105,500

129,100

153,900

159,100

200,000

202,500

205,900

208,400

214,300

220,000

220,000

基 礎

12,600

47,600

48,100

82,200

83,500

125,000

190,100

258,900

333,300

407,700

485,900

502,300

631,200

639,300

650,000

650,000

650,000

650,000

650,000

軽減

割合

7

5

５

一

2

２

一

所得に対する税負担率

改正案

4.8°/O

11.0%

11.0%

14.30/。

14.3%

15.7%

15.60/O

15.5°/O

15.5%

15.5%

15.5%

15.5%

148%
14.8%

14.7%

14.6%

14.3%

14.0%

13.8%

現行

4.8%

11.0%

13.9%

14.3°/O

15.7%

15.7%

15.6°/O

15.5%

15.50/。

155%
15.5°/。

15.50/。

14.8%

14.7%

14.6%

14.5%

14.1%

13,7%

13.5%

増減率

0.0%

0.0%
-20.8%

0.0%
-9.2%

0.00/。

0,0%

0,00/。

0.0%

0.0%

0,0%

0.0%

0.0%

0,2%

0.6%

0.8%

1.4%

2.0%

2.0%

①と②の

増減額 (円 )

0

0

‐20,900

0

‐13,900

0

0

0

0

0

0

0

0

2,500

5,900

8,400

14,300

20,000

20,000
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○所得階層別税額比較表  (5年度改正案 課税限度額・軽減対象基準額適用)
2人世帯の場合 (給与所得者は1人 )
2人介護 2号該当   (40歳以上65歳未満)

【現 行】                        【改正案】

保険税率 (課税限度額)                 保険税率 (課税限度額)
課税限度額 (円 )

650,000

200,000

170,000

平等割額 (円 )

22,400

7,000

0

均等割額 (円 )

19,900

6,200

14,200

所得割率

9.30%

2.95%

3.15%

基礎

支援金

介護

軽減判定所得

5割軽減 43万 円 +28.5万円×2人 =100万円
2割軽減 43万円 +52万 円×2人 =147万 円

【現 行】

軽減判定所得

5割軽減 43万円 +29万 円×2人 =101万 円
2割軽減 43万円 +53.5万円×2人 =150万円

増減

課税限度臣 (円 )

0

20,000

0

平等割額 (円 )

0

0

0

均等割額 (円 )

0

0

0

所得割率

0.00%

000%
0.00%

増減

5割軽減 1万円
2割軽減 3万円

給与 (単位 :円 ) 【改正案】 (単位 :円 )

E〉

課税限度額 (円 )

650,000

220,000

170,000

平等割額 (円 )

22,400

7,000

0

均等割額 (円 )

19,900

6,200

14,200

所得割率

9.30%

2.95%

3.15%

基礎

支援金

介護

計 ①

32,900

142,700

177.200

248,000

274,700

354,700

468,600

591,800

715,000

802,300

946,100

1,001,600

1,010,600

1,020,000

1,020,000

1,020,000

1,020,000

1,020,000

1,020,000

介 護

8,500

32,100

40,900

55,400

62,100

78,400

101,700

126,900

152,100

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

支援金

5,800

26,500

32,600

46,200

50,900

66,300

88,100

111,700

135,300

152,000

186,600

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

基 礎

18,600

84,100

103,700

146,400

161,700

210,000

278,800

353,200

427,600

480,300

589,500

631,600

640,600

650,000

650,000

650,000

650,000

650,000

650,000

軽減

割合

7

5

2

2

所  得

430,000

1,000,000

1,010,000

1,470,000

1,500,000

2,020,000

2,760,000

3,560,000

4,360,000

4,926,000

6,100,000

6,553,000

6,650,000

6,751,000

6,850,000

6,950,000

7,050,000

7,230,000

7,550,000

収  入

980,000

1,550,000

1,560,000

2,216,000

2,260,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

6,695,556

8,000,000

8,503,000

8,600,000

8,701,000

8,800,000

8,900,000

9,000,000

9,180,000

9,500,000

計 ②

32,900

142,700

144,200

248,000

252,600

354,700

468,600

591,800

715,000

802,300

946,100

1,001,600

1,013,400

1,025,800

1,028,700

1,031,700

1,034,600

1,040,000

1,040,000

介 護

8,500

32,100

32,409

55,400

56,400

78,400

101,700

126,900

152,100

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

170,000

支援金

5,800

26,500

26,800

46,200

47i000

66,300

88,100

111,700

135,300

152,000

186,600

200,000

202,800

205,800

208,700

211,700

214,600

220,000

220,000

基 礎

18,600

84,100

85,000

146,400

149,200

210,000

278,800

353,200

427,600

480,300

589,500

631,600

640,600

650,000

650,000

650,000

650,000

650,000

650,000

軽減

割合

7

5

５

一

2

２

一

所得に対する税負担率

改正案

7.7%

14.3%

14.3%

16.9%

16.8%

17.6%

17,0%

16.6%

16.4%

16.30/。

15.5%

15,3%

15.2%

15,2%

15.0%

14.8%

14.7%

14.4%

13.8%

現行

7.7%

14.3%

1715%

16.9%

18.3%

17.6°/。

17.0°/O

16.60/O

16.4%

16.30/O

15.5%

15.3%

15,2%

15.1%

14.9%

14.7%

14.5%

14,1%

13.5%

増減率

0.0%

0.0%
-18.6%

0.00/O

-8.0%

010%

0.0%

0.00/O

0.0%

0.00/O

0.0%

0.0%

0.3%

0.6%

0.9%

1.1%

1.4%

2.0%

2.0%

①と②の

増減額 (円 )

0

0

‐33,000

0

‐22,100

0

0

0

0

0

0

0

2,800

5,800

8,700

11,700

14,600

20,000

20,000
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